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資料２－２ 
 

第５回国土利用計画研究会資料 農地の国民的経営と選択的管理 
 

論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 
基本認識 ○農地は農業生産活動の場としてのみならず、農業の多面的機能の発揮の場として

重要性が再認識されている。 
○アジアモンスーン地帯に位置する我が国では、農地のうち水田が過半を占める。

○農業生産を行うために農業用水が必要であり、これらは農業集落の中で農地とと

もに管理されている。 
 

国土利用上、どうい

う農地を目指すのか 

目指すべき農地の状態 ○地域特性に応じた効率的な営農がなされている。 
○効率的な営農、また地域の生態系等環境に配慮し、農業の多面的機能を十分に発

揮するよう、農業用水等も併せて必要な管理がなされている。 
○それぞれに対する必要な管理は、常にコスト意識を持って行われている。 
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論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 

現状からの見通し ○農地面積は年々減少しているが、開発圧力の低下により減少率は収束の方向。一

方で耕作放棄地は増加。 
○農業従事者は減少しているが、一方で農地の集団化が進行。 
○農地の集団化が進む一方で、集落の共同作業として行われてきた農業用水等の管

理に支障。 
○国民１人当たり耕地面積は 0.037ha と各国の中でも小さく、農地面積の拡大は開

発適地が枯渇しており困難。 
○中山間地域は平地と比較し農業生産条件が不利であり、農業の多面的機能の確保

の観点から中山間地域直接支払制度が実施されている。 
新たな動向等 ○担い手への集約による生産性の向上。 

○株式会社等の農業への参入の動き。 
○新たな需要としては、資源作物のエネルギー、製品利用。 
○農産物の輸出を促進する動き。 
 

将来、農業活動の一

環として農地管理を

行い得るのか。 

今後の見通し ○2050 年時点における人口（推計値）でも、現状の国内の農地ですべての食料を

まかなうことは困難と思量。 
○世界の乾燥地における砂漠化等の土壌劣化は７割。乾燥地の営農を可能にするか

んがい水源は地下水であり、土壌塩類集積、地下水資源の減少等の要因。 
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論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 

基本的な考え方 
 
 

○農地を農業生産活動の場としてだけではなく、多面的機能の発揮を通じて多様な

主体に恵沢をもたらす「公共財」的なものと考える。 
○従来の管理者である農家を中心に、地域住民、企業、地方公共団体、都市住民、

NPO 等、多様な主体が積極的に農地管理に参画することが望ましい。 
○参画の方法については、農地の立地条件、参画する主体等により様々な方法が考

えられる。 
 

「国民的経営」の役割 ○多様な主体が管理に参画することによって、その農地の地域特性に応じた適切な

管理が期待される。 
○より多くの人口が農地管理に関わることにより、農地の多面的機能の享受の機会

が増大する。 
 

「国民的経営」をど

う進めるのか。 

「国民的経営」の留意点 ○農地の管理は、農産物の収穫等その成果がわかりやすいことから、森林に比較し

て多様な主体の参画が誘導されやすい。 
○農家以外の管理参画主体を受け入れるには、受け入れ態勢の整備や管理参画者に

向けた情報発信等が必要となる。 
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論点 論点の細目 基本的な考え方（試案） 
基本的な考え方 
 

○将来の管理人口や財政逼迫に対応し得るよう、少ない管理資源でも多面積の農地

管理が行い得るようにする。 
○例えば、農地を①管理水準を維持する農地、②管理水準を抑制する農地、③従来

の姿に回復する農地に類型化。 
 

「選択的管理」の具体的な方向

性 
○「管理水準を維持する農地」とは、単位面積当たりの農産物の生産量と質を求め

る農業により管理される農地であり、労働力の投入が大きい管理となる。 
○「管理水準を抑制する農地」とは、単位面積当たりの農産物の生産量と質を求め

る農業を行わない農地であり、多面的機能を十分に発揮する低投入管理を行う。 
○「従来の姿に回復する農地」とは、管理のための労働力が確保できず、かつ地形

等より農地としての利用が効率的でない農地であり、管理に必要な投入量を低減す

るような農地以外の地目への転換を図る。 

「選択的管理」をど

う進めるのか。 

「選択的管理」の留意点 ○「水と緑のネットワーク」に配慮し、生態系等のネットワークを分断しない農地

の配置及び管理とする。 
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農産物の需給状況からの考察森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

●日本の農産物輸入の状況としては、小麦、大豆等、土地利用型作物の輸入が多い。また、これらの作物は、直

接消費者に行くものではなく、食品産業における加工のための仕向が多い。

●国別輸入割合を見ると、主要な輸入農産物を特定の国に頼っている状態である。

●我が国は国土が狭い上、急峻な地形で平野部が少ないこと等から、農地面積は少なく、人口１人当たり農地面

積も小さい。さらに、農家の経営規模も零細であり、労働生産性が低いことから、農産物の生産者価格は高くなっ

ている。

●生産者価格の各国比較と、食品産業における仕向のロット等を考慮すれば、土地利用型作物の作付面積の大

幅な拡大は困難。

●一方で、乾燥地帯の土壌劣化、砂漠化等をはじめ、食糧供給の不安要素が大きい。

●将来、農産物の輸入が途絶えた場合、現在の農地面積で食生活の水準を維持することは困難。農地開発適地

の枯渇を考慮すれば、現在の農地について維持する必要がある。

●アジア諸国の経済発展による高所得者層の増加等により、高品質な日本産農産物の輸出拡大の可能性が増

大。しかし、輸出需要があるのは土地利用型作物ではないため、輸出による農地利用の大幅な拡大は難しいもの

と考える。
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日本の農産物輸入の状況森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

日本の農産物輸入の状況としては、小麦、大豆等、土地利用型作物の輸入が多い。また、輸入している作物は、直接家庭へではな

く、食品産業にて加工のための仕向が多い。近年は、外食産業等への仕向の野菜（生鮮、冷凍）も増加している。

また、国別輸入割合を見ると、主要な輸入農産物は多くがアメリカに頼っている状態。

日本の農産物輸入額　上位１０位の推移
農産物の国別輸入割合
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各国の耕地面積と生産者価格森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

我が国の農地は、面積は小さく、人口１人当たり農地面積も小さい。

さらに、農家の経営規模も零細であり、労働生産性が低いことから、農産物の生産者価格は高くなっている。

64.4%54.0%47.7%40.2%　39.4%12.5%
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占める割合
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農産物の生産者価格の比較

資料：農林水産省　耕地及び作付面積統計、農業構造動態調査

　　　　USDA　2002 Census of Agriculture

　　　　EU　The 2003 Agricultural Year

日本：2003年　米国：2002年　EU：2000年時点での比較。
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農地の状況森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

我が国は国土が狭い上、急峻な地形で平野部が少ないことから、傾斜の大きな農地も多く存在する。

第３次土地利用基盤整備基本調査（農林水産省）を元に国土交通省国土計画局作成
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乾燥地帯のかんがい農業の状況森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

農産物を依存しているアメリカの農業は、乾燥地帯をかんがいによって農地利用し、効率的な農産物生産を行っている一方、水資源

の枯渇や農地の塩分集積等の問題があり、現状では持続的な農業となっていない。

　米国中部では、テキサス州北部からオクラホマ州、
カンサス州、コロラド州、ネブラスカ州に至るオガラ
ラ帯水層と呼ばれる広大な地下帯水層の地下水を
利用した「センターピボット方式」による大規模農業
が展開されています。この帯水層の地下水を利用
するかんがい耕地は、米国全土のかんがい耕地の
約５分の１にも及びます。しかしながら、降水によっ
てかん養される水量（年間６０～８０億ｍ3）の約３倍
にものぼる年間２２２億m3の地下水を汲み上げて
いるため、地下水位の低下が問題となっています。
そして、これに伴う揚水コストの上昇等により、同帯
水層に依存する多くの農民が、かんがいを放棄して
いると言われています。

出典：「世界のかんがいの多様性」（農林水産省）
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乾燥地帯のかんがい農業の状況森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

　米国カリフォルニア州の年間平均降水量は
580mmですが、北部のシエラネバダ山脈周辺では
2,000mmを超えるのに対し、中・南部は250mm以下
しかなく、多くの部分が乾燥地帯となっています。そ
のため、北部の降水を巨大なダム群によって貯水
し、全長710kmのカリフォルニア水路（通水量毎秒
370m3）等で導水し、300万haを超える耕地をかんが
いしています。　この豊富な水と温暖な気候を最大
限利用し、カリフォルニア州の農産物生産額は全米
１位となりましたが、かんがい水中に低濃度で含ま
れる塩類が、徐々にかんがい耕地に蓄積してきた
こと等により、既に約９０万haのかんがい耕地が塩
類集積の影響を受けていると言われています。

出典：「世界のかんがいの多様性」（農林水産省）
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農地の国民的経営、選択的管理森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

農地は、高度成長期の土地需要に対応し都市的利用に土地を供給する一方、開墾や開拓等の拡張も行われてきた。現在では、新

たな開発適地が枯渇したこともあり、農地の拡張面積は少ない。

農地の拡張・かい廃面積
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日本の農産物輸出の状況森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

アジア諸国の経済発展による高所得者層の増加等により、高品質な日本産農産物の輸出拡大の可能性が増大。輸出額の推移は

ばらつきがあるが、品目別にみると増加傾向にあるものが存在する。
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農産物（冷凍・加工品除く）の輸出額推移　　（単位：百万円）
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農地の役割森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

●農地は、農産物の生産の場であるとともに、農業の多面的機能発揮の場でもある。

●水と緑のネットワークを構成する里地・里山を構成する重要な要素。特に水田は、その水利用形態とため池、水
路等とあわせ、水と緑のネットワークを構成する１要素として、生態系の保全等に重要な役割を果たしている。

●バイオマス資源を堆肥として利用し、農産物を生産する等、有機性資源循環の場として重要な役割を果たして
いる。また、今後資源作物の作付等、一層の利用が見込まれる。
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水と緑のネットワークの構成森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

農地は、水と緑のネットワークを構成する里地・里山を構成する重要な要素。特に水田は、その水利用形態とため池、水路等とあわ

せ、水と緑のネットワークを構成する１要素として、生態系の保全等に重要な役割を果たしている。

ため池、水田等における生物の移動

「環境との調和に配慮した事業実施のための調査計画・設計の手引き（第２編）」
（農林水産省）を元に国土交通省国土計画局作成
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畜産農家

堆肥化

家庭・飲食店

飼料 堆肥施用

・堆肥、液肥

農産物

農産物

食品残さ

　生ゴミ

家畜排泄物

食品残さ

飼料

燃料化

農地（耕種農家）

・熱、燃料

暖房

残さ
資源作物

農地の役割森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

農地は、バイオマス資源を堆肥として利用し農産物を生産する有機性資源循環の場として、重要な役割を果たしている。また、今後

資源作物の作付等、一層の利用が見込まれる
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農地利用の可能性森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

「バイオマス・ニッポン総合戦略」において、資源作物の位置づけがされており、エネルギーや製品への変換効率が大幅に向上すれ

ば、資源作物の栽培が推進される可能性。

「バイオマス・ニッポン総合戦略」（（平成１４年１２月２７日閣議決定）より

２．バイオマス・ニッポン総合戦略の目指すもの
　　(1)「バイオマス・ニッポン」の進展シナリオ
　　　　①バイオマスの利活用の展開方向
＜中略＞

（資源作物）
　　　　　　２０２０年頃には、エネルギーや製品への変換効率が大幅に向上し、バイオマスに対して原料代を支払ったとしても

化石資源に由来するエネルギー価格や製品価格に対抗できるようになることが期待される。この場合、未利用地に、エ
ネルギー源や製品の原料となることを目的として、いわゆる「資源作物」が栽培されるようになるものと推測される。

　　　　　　資源作物の年間の賦存量を試算すると、湿潤重量で約１，９００万トン、乾燥重量で約１，２００万トンが見込まれる。
これをエネルギーに換算すると約２１０PJ（原油換算で約５４０万キロリットル）、炭素量に換算すると約５２０万トンに相
当する。

資源作物を利用した海外の例

アメリカ
・とうもろこしを原料に、エタノールを生産し、ガソリ
ンに混合して自動車用燃料として利用。とうもろこし
生産量のうち１割程度をエタノール生産に仕向。
・とうもろこしからポリ乳酸を生産し、プラスチック原
料として利用。

ブラジル
・サトウキビを原料に、エタノールを生産し、ガソリン
に混合して自動車用燃料として利用。
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農地及び農業用水等の管理は、管理に参画する者のその目的がまちまちであり、また、農産物の収穫等その成果がわかりやすいこ

とから、森林に比較して多様な主体の参画が誘導されやすい。一方、実際に農家以外の管理参画主体を受け入れるには、受け入れ

態勢の整備や管理参画者に向けた情報発信等が必要となる。

国土の国民的経営国土資源の国民的経営、国土の選択的管理

直接所得支払

農家と都市住民のコーディネート

（市民農園としての利用等直接管理）

地域資源を活用した経済活動
水路の維持保全等グランドワーク活動
（営農）

市民農園
体験農場
オーナー制度、契約栽培
田んぼの学校
歴史的水路の保全活動

水路等の土砂上げ、草刈等
景観作物等の作付
市民農園

営農

水路等の維持管理
景観作物等の作付

直接管理への参画ではないが農家を支援農業の多面的機能の発揮
地域環境保全

行政

（特区での動き）

地域環境保全NPO

直接管理への参画ではないが農家を支援

（特区での動き）

高付加価値製品の製造
地域環境保全
（農業への参入）

企業

直接管理への参画ではないが農家を支援
　　　　　　　　　　　　〃
直接管理への参画の場となっていないことが

多い

趣味・生きがい
レクリェーション、余暇活動
高付加価値農産物の入手
環境教育
地域環境保全

都市住民

居住地域の環境保全

趣味・生きがい

地域住民（非農家）

収入を得る
趣味・生きがい
居住地域の環境保全

農家

留意点参画方法例参画の目的

農地・農業用水等への管理の参画方法の例
管理参画主体
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国土の選択的管理森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

国土の選択的管理の方向
　　①管理水準の維持　　　従来の管理水準を維持する
　　②管理水準の抑制　　　管理水準を低下させ、ある程度の管理水準を保つ。
　　③従来の姿への回復　人工的土地利用から自然的土地利用への緩やかな変換

過疎化・高齢化等により管理のための労働力が確保できず、かつ
地形等より農地としての利用が効率的でない農地であり、管理に
必要な投入量を低減するような農地以外の地目への転換を図る。

単位面積当たりの農産物の生産量・質を求める農業を行わない農
地であり、多面的機能を十分に発揮する低投入管理を行う。

集約的生産活動等、単位面積当たりの農産物の生産量・質を求
める農業により管理される農地であり、労働力の投入が大きい管
理となる。

管理水準の考え方 管理の例

●国土保全機能を保持しつつ管理不要の

　地形・植生への移行

　（例：自然地形への転換及び植栽、植林）

●多面的機能を保持した別の利用形態へ

　の転換（例：水田からため池等への転換）

③従来の姿への回復

●粗放化した生産活動による管理

　（例：水田の湿田的利用（水管理低減）、

　疎植栽培、水田、畑地の放牧地利用）

●休耕地の管理　（不作付水田：２９万ｈａ）

●多面的機能発揮のための管理

　（水田のビオトープ的管理等）

②管理水準の抑制

●集約的生産活動による管理

　（通常の農家の営農による管理）

●市民農園等趣味的農業等による管理

①管理水準の維持

農地の管理水準の考え方（試案）
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不作付水田森林・農地の国民的経営、国土の選択的管理

水田における水稲作付は年々低下している。70年の水稲の生産調整開始以来、水稲以外の作物の作付面積が増加してきたが、95

年頃より、夏期不作付水田が増加し、近年では水田（本地）面積の１割強を占めている。

水田（本地）の利用状況（割合）
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83.0% 84.1% 77.5% 81.8%

71.1% 68.4%

2.8% 5.8%
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